
日医発第 1516 号（地域） 

令 和 ４ 年 １ ０ 月 ３ １ 日 

都道府県医師会 担当理事 殿 

公益社団法人 日本医師会常任理事     

細 川 秀 一 

今 村 英 仁   
(公印省略) 

 

病院の耐震改修状況及び医療施設の浸水対策等の実態把握に関する調査について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、厚生労働省医政局地域医療計画課長より各都道府県衛生主管部（局）長宛

に「病院の耐震改修状況及び医療施設の浸水対策等の実態把握に関する調査につい

て（依頼）」の文書が 10 月 7 日付で発出されるとともに、今般、本会に対しても協

力依頼がありました。 

病院の耐震改修状況調査については、前年度は「病院の耐震改修の状況の調査に

ついて」を令和３年１０月１４日付（地 342）にて貴会宛にご案内しており、その結

果については、添付の通り、厚生労働省ホームページにて令和４年８月に公表され

ております。本件は、全病院を対象とした耐震改修状況について引き続き調査を行

うものです。なお、調査項目に、免震構造であるかや、倒壊の危険性があるブロッ

ク塀の有無が追加されておりますことにご留意頂きたく存じます。 

また、新たに加わった浸水対策等に関する調査については、全ての病院及び有床

診療所を対象として行う調査であります。具体的には、業務継続計画（BCP）の策定

状況や浸水想定区域等への立地の有無、浸水対策実施状況等について、都道府県が

当該医療施設からの調査票をとりまとめて、厚生労働省に１１月３０日(水)までに

提出するものとされております。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、

貴会管下関係機関への周知方につきご高配賜りますようよろしくお願いいたします。 



公益社団法人日本医師会担当理事殿

災害医療対策の推進につきましては、平素より格段のご高配を賜り、厚く御

礼申し上げます。

さて、厚生労働省では病院の耐震改修状況及び医療施設の浸水対策等の実態

把握を行うこととしており、別添のとおり都道府県に対して調査依頼を発出い

たしました。

患者の身の安全を確保するため、また、災害時における迅速かつ適切な医療

の提供体制の整備のため、基礎資料を作成する上で必要な調査ですので、都道

府県からの調査依頼にご協力いただくように、貴団体の会員に対する周知方よ

ろしくぉ願い申し上げます。

病院の耐震改修状況及び医療施設の浸水対策等の

実態把握に関する調査について(依頼)

医政地発 1007 第2号

令和 4年10月7日

厚生労働省医政局地域医療計画課

廊望剤軌膚
臣鵬圖沌河
豆痛iナ画
需泰叫讐



各都道府県衛生主管音原局)長殿

災害医療対策の推進について、平素から格段の御配慮を賜り、厚く御礼申し上

げます。

病院の建物の耐震化については、医療提供体制施設整備交付金(災害拠点病院施

設整備事業、災害拠点精神科病院施設整備事業、特定地域病院施設整備事業、医

療施設等耐震整備事業)を措置し、未耐震の災害拠点病院や救命救急センター、

次救急医療機関等を対象として改修を推進しているところです。

耐震改修の状況については、これまでも各都道府県にご協力をいただいて調査

を行い公表してきたととろ、本年度も引き続き、調査を行います。

また、風水害を想定した医療施設の浸水対策等の実態についても把握するため、

調査を行います。

なお、これらの調査結果については、予算要求での活用や集計結果を公表する

ことを検討しています。

貴職におかれては、調査結果について、呂1絲氏の調査票取りまとめ要領に沿って

集計し、提出していただくようぉ願いします。

病院の耐震改修状況及び医療施設の浸水対策等の

実態把握に関する調査について(依頼)

医政地発1007第1号

令和 4年10月7日

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)

1 調査対象 ①病院の耐震改修状況調査

令和4年9月1日現在における各都道府県管下の全ての病院

②医療施設の浸水対策等に関する調査

令和4年9月1日現在における各都道府県管下の全ての病院

及び有床診療所

※病院:医療法第1条の5第1項に規定されている病院

※有床診療所:医療法第1条の5第2項に規定されている19

記

写



調査内容

提出期限

留意事項

人以下の患者を入院させるための施設

各調査票の調査項目のとおり

令和4年11月30日(水)

医療施設から厚生労働省に直接提出されないようぉ願いいたし

ます。

【照会先】

厚生労働省医政局地域医療計画課

災害等救急時医療・周産期医療等対策室

災害医療係長杉本

電話 03-5253-1111(内線)2548
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1.設置主体については、「国立」、「公立」、「公的」、「民間その他」のい
ずれかを記載して下さい。

.国」ι 国が設置する病院のほか、独立行政法人、国立大学病

院が設置する病院も含みます。

.公」ι 自治体が設置する病院のほか、地方独立行政法人が設
置する病院も含みます。

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚・公的

生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業
協会が設置する病院。

・民間その他 上記以外の団体が設置する病院。

2.所在地及び二次医療圏については、それぞれ、市町村名(東京都特
別区にあっては区を記載)、二次医療圏名を記載して下さい。

3.【QI】

●病院の敷地内で患者が利用する建物(病棟部門、外来診療部門、手術

検査部門に限る)の耐震性についてお尋ねします。(「耐震性がある」
とは、新耐震基準(昭和56年)1こより建設された建物及び昭和56年以
前に建てられた建物であって耐震補強工事済みの建物(1S値0.6以上)
のこと。)

該当するものに0を記載して下さい。

なお、調査対象となる建物は、令和4年9月1日時点において使用
している建物です。

病院の耐震改修状況調査票記入要領

D

4.【Q 2】 Q 1でB、 Cと回答した病院は回答して下さい。

●当該耐震性のない建物の構造耐震指標(1S 値)はいくつですか。小

数点以下第2位まで記載して下さい。(複数の建物がある場合は、最

低値を記載して下さい。<注意>1つだけ記載して下さい。 2つ以上記載

耐震診断を実施していない(耐震性が不明)

※建物の延べ床面積(市)を記載して下さい。

A すべての建物に耐震性がある

・免震構造である

B 耐震診断を実施した結果、一部の建物に耐震性がない

※耐震性のない建物の使途及び延べ床面積(雨)を記載して下さ

C 耐震診断を実施した結果、すべての建物に耐震性がない

※建物の延べ床面積(市)を記載して下さい。



しないで下さい。)

5.【Q3】 Q 1でDと回答した病院は回答して下さい。
●耐震診断を実施する予定はありますか。実施する場合には、予定時
期をお答え下さい。(該当するものに0を記載して下さい。)
実施する予定はあるが時期未定、又は、実施する予定がない場合に

は、 0を記載するとともに、その理由を記載して下さい。

A 耐震診断を実施する予定
・令和4年度末までに耐震診断を実施する予定
・令和5年度末までに耐震診断を実施する予定
・令和6年度末までに耐震診断を実施する予定

B 耐震診断を実施する予定はあるが時期未定(その理由)
C 耐震診断を実施する予定はない(その理由)

6.【Q4】 Q 1でB、 C、 Dと回答した病院は回答して下さい。
●今後、耐震工事を実施する予定はありますか。実施する場合には、
予定時期をお答え下さい。(該当するものに0を記載するとともに、
耐震工事終了年度を選択して記載して下さい。)
実施する予定がない場合には、該当するものに0を記載してくださ

い。<注意>0を二っ以上表示しないで下さい。該当する選択肢がない
場合は、(その他)の欄に、その理由を記載して下さい。

ン

A 耐震工事を実施中、又は、実施する予定
・現在、耐震工事を実施中

・令和4年度末までに耐震工事に着工する予定
・令和5年度末までに耐震工事に着工する予定
・令和6年度末までに耐震工事に着工する予定
・令和7年度末までに耐震工事に着工する予定
・令和8年度末までに耐震工事に着工する予定

B 耐震工事終了年度(Aを選択した場合に記載)
C 耐震工事を行う時期が確定していない、又は、耐震工事を行う
予定はない

・自己資金がないため

・耐震診断の結果に基づき検討する

・建替を予定(検討)しているため

・移転を予定(検討)しているため

・建物の取壊しを予定(検討)しているため
・閉院を予定(検討)しているため

.医療行為を継続しながら耐震化を行う方法が決まらないため
・法令上耐震化が義務ではないため

'



・未定

・(その他)記載例・賃貸物件であるため

フ.【Q 5】 Q4でCと回答し、その理由として、「建替を予定(検討)
しているため」、「移転を予定(検討)しているため」、「建物の取

壊しを予定(検討)しているため」又は「閉院を予定(検討)してい
るため」を選択した病院は回答して下さい。

●「建替」、「移転」、「建物の取壊し」又は「閉院」の時期をお答
え下さい。該当するものに0を記載してください。<注意>0を二つ以
上表示しないで下さい。令和9年度以降の場合は未定を選択してくだ
さい。

8.【Q 6】

●敷地内における倒壊の危険性があるブロック塀(組積造又は補強コン
クリート)の有無についてお尋ねします。

該当するものに0を記載して下さい。

A 敷地内における倒壊の危険性があるブロック塀(組積造又は補
強コンクリート)がある

B 敷地内に倒壊の危険性があるブロック塀を保有している場合、
改修等の時期をお答え下さい。<注意>0を二つ以上表示しないで
下さい。令和9年度以降の場合は未定を選択してください。



医療施設の浸水対策等に関する調査票(医療施設用)(令和4年9月1日現在)

例 ●●撫

例

医療施設名称

●●県

保険医療機関コード

医療法許可病床数

.."....ー.

..ー....ー.

一般 療養 精神

●床

結核

●床

●床

感染症

●床

■床

誇定
磯能
病院

●床

地域
医療
支橿
病院

●床

●床

救00
敷急
セン
ター

●床

病院

●床

救急
告示
病院

在宅
当番
医制
病院

在宅
当番
医制
診療
所

在宅
当番
医制
歯乳
診療
所

医療施設の機能
(該当するもの全てに0を記入)

休日
夜間
急患
セン
ター

休日
等歯
科診
療所

時間
外診
庶実
施診
債所

災害
拠点
情神
料病
院

ノー

へき
地医
療拠
点病
院

へき
地診
懐所

0

周産
期母
子医
療セ
ン

ター

小児
救急
医療
拠点
病院

在宅
医療
実施
病院

在宅
医僅
実施
診侵
所

在宅
医催
実諾
歯利
診療
所

がん

医療
実施
診療
所

脳卒
中医
擢実
施病
院

腎移
植筋
設

共同
利用
施設

左記
以外
の病
院

左記
以外
の有
床診
療所

浸水想定区域

該当する
区域

津波災害譽戒区域

韮当す
る区域
が公表
されて
いない

0

0

土砂災害(特別)
警戒区域

弦当す
る区域
が公表
されて
いない

0

談当す
る区域
が公表
されて
いない

いずれ
にも該
当Lな

い

想定浸水深

0

業務鮭鞍計固佑OP)
の策定状況

BCP策定の有無

、一鼻卑癌

対象とする災害

地震

有

令和8年
度におけ
るBCPに基
づく訓綾
実施の有

蝋

需

風水害

未笈定の
場合で
あって今
後の蟻定
の予定に
ついて

0 0 有
」

舎年憧中

人
イ
ア
設

老
〒
ケ
施

害
点
院

災
拠
病

輔
制
院
共
利
型
院

群
響
病
・
同
用
病

二
次
医
療
圏

設
置
主
体

所
在
都
道
府
県

番
号



想定浸水
課より低
い位置に
所在する
病室の有

無

浸水想定区域内又は津波災害讐戒区域に立地する場合

建物への
浸水対策
の有無

医痩用設
備の浸水
対笈の有

無

電気設佑
(受慶電

設偏、自
家鼻電極
設偉、分
電盤、そ
れらに付
随する設
備機器
等)の浸
水対飯の

有無

有

浸水対笈の実施状況

齋

有

無

嵩上げや
盛土なと

有

実施Lている浸水対策
(実施している対策全てに0を記入)

無

止水板等
の設竜

有

無

土のうの
設置

0

医療用設
偉の高所
への移設

0

電気設備
の高所へ
の移設

0

土砂災害警戒区域内
に立地する場合

排水ポン
プの設置

0

土砂災害防止設備の整備壮況

雨水貯留
槽の設置

0

モの他の
浸水対策
(自由記
載)

0

外壁の補
強の有無

防謹壁設
置の有無

その他土
砂による
災害の防
止に必蔓
な施設整
備{自由
記鮫)

水(飲用でも使え
る)を備蓄する受水

槽の有無

有

有

給水設備の整備状況

停電時にも使用可能
な地下水利用のため
の設備(弁戸設備を

無

受永槽
の容量
(診痩橿

能を何日
分綻持で
きるか)

有

含む,)
の有無

有

郭

地下ホ
井戸水の
争永設償
の有無

3日分

慢先的な
給水協定
の紳結の

有無

上ホ当から
水供軸が柵
られない嶋
合の封叱嬰
領(給ホ主
哩を曼ける
陣の手噸
支但怯細す
る緊急連艶
先等}の有
無化CPに1己
量されてい
る嶋合は有
で回筈】

無

診痘橿能
をB白分
程度雑持
できる受
水椿を有
していな
い場合
受水檀ま
たは弁戸
設備の整
値予定に
ういて

無

非常用自家発電設備の有無

有

非常用自家発電設倫の整備状況

有

有

有

発電容量
(通常詐

療の何割
程度か)

令和'卑度中

燃馴の備
蓄容里
(診痩橿

能を何日
分栓持で
きるか)

有

有

想定浸水
深以上の
場所に設
置Lてい

るか

6割

電力倶鮎が
金艶された

燃斜の優
先供給に
係る協定
の締結の

有無

6割衆宏

増合の討ル

されている

3日分

1日分

非常用自家

保有Lてい

または発電

定について

0

非常食及び飲用水の備蓄状況

場合は有で
皿筈}

燃料備菖が

偶予定につ

有

有

有

患者用の

無 今年度中

職員用の
備蓄

災害時に
優先的に
供船され
る休制の

有無

非常用通信設備の整備状況

今年度中

有

無

衛星電話
の有無

有

広域災害・救急医療情報システ
ム(E肌IS)

尖害時に
も使用で
きるイン
ターネッ
ト回腺の
有無

蟹

有

無

E"!Sのア
カウント
の有無

有

需

令和3年
度におけ
るEMISの
入力飢鰻
の有無

有

毎年度に
おける

EMISの医
俵橿関差
本惰冊更
斬の有無

無

有

痛

有 有



1.調査対象施設

令和4年9月1日現在における各都道府県管下の全ての病院及
び有床診療所

※病院:医療法第1条の5第1項に規定されている病院
※有床診療所:医療法第1条の5第2項に規定されている 19人
以下の患者を入院させるための施設

医療施設の浸水対策等に関する調査記入要領

2.提出期限

令和4年11月30日(フK)

3.調査内容

医療施設における次の状況について

(1)業務継続計画(BCP)の策定状況

浸水想定区域(洪水、雨水出水、高潮)又は津波災害警戒区域に
立地する医療施設における次の状況につぃて

(2)浸水対策の実施状況

土砂災害警戒区域(急、傾斜地の崩壊、土石流、地滑り)に立地す
る医療施設における次の状況について

(3)土砂災害防止設備の整備状況

医療施設における次の状況について

(4)給水設備に整備状況

(5)非常用自家発電設備の整備状況

(6)非常食及び飲用水の備蓄状況

(フ)非常用通信設備の整備状況

4 調査時点

令和4年9月1日時点の状況

5 書類の提出

(1)提出書類

・Exce1 ファイル:【都道府県取りまとめ用】医療施設の浸水対



策等に関する調査
※Exce1 ファイル:【医療施設用】医療施設の浸水対策等に関す
る調査の提出は不要です。

(2)提出先

・厚生労働省医政局地域医療計画課

.各都道府県衛生主管部(局)において、医療施設の調査結果
を取りまとめのうぇ、提出してください。



病院の耐震改修状況調査票及ぴ

医療施設の浸水対策等に関する調査票取りまとめ要領

1.調査票は、「都道府県取りまとめ用」と「病院用(医療施設用)」
があります。医療施設へは、それぞれの調査の「病院用(医療施
設用)」と「調査票記入要領」を送付して下さい。

2.医療施設からそれぞれの「調査票(病院用・医療施設用)」の提
出を受け、「都道府県取りまとめ用」へ回答内容が一覧になるよう
に転記して下さい。

※行を挿入する場合は、表の最上行の上と最下行の下に挿入

しないよう注意して下さい。調査票の下行に集計欄があり関
数が入っているので、挿入すると範囲指定が正しくできなく
なります。

3.病院の耐震改修状況調査においては、集計欄に調査票の回答が

自動で反映される仕様になっています。以下の①から⑤までのと
おり表示されているか、確認して下さい。表示されてぃない場合
は、修正して下さい。

別紙

① Q 1のA、 B、 C、 Dの合計が回答病院数と一致しているか。
② Q 1のB、 C、 Dの合計が、 Q4のA、 Cの合計と一致して

いるか。

Q 1のDの値が、 Q3のA、 B、 Cの合計と一致しているか。
Q 1のB、 Cの合計が、 Q2の合計と一致しているか。

Q4のAの合計が、 Q4のBの合計と一致しているか。

Q 5の合計が、 Q4のCの「建替」、「移転」、「取壊し」及び
「閉院」の合計と一致してしゞるか。

③
④
⑤
⑥



ブロツク塀等の安全点検については、貴施設における各種管理規程に沿って行って下さい。

安全点検を行った結果、安全性に問題が確認された場合には、速やかにブロック塀等周辺に

立ち入ったりしないよう注意喚起を行う等の安全対策を講じて下さい。

なお、管理規程のみではブロツク塀等の客観的な安全点検が困難な場合は、次の方法も考
慮して安全点検を実施して下さい。

(参考1)社会福祉施設等のブロック塀等の安全点検につぃて

【実施方法の伊n

※(参考1-2)社会福祉施設等のブロック塀等の安全点検フロー図も参照。

1.組積造(れんが造、石造、鉄筋のないブロック造)の場合、下記「(外観に基づく点検)
を行う。

2.補強コンクリートブロツク造の場合、下記「(外観に基づく点検)」を行う。また、外観

に基づく点検で安全性が確認されなかった場合の安全対策の検討等に当たっては、下記
「(ブロック内部の点検)」を参考にする。

なお、各点検に当たっては「建築物の既設の塀の安全点検について」(平成30年6月2

1日付け国土交通省住宅局建築指導課長通知(以下、URL及び資料添付))を参考とする。
htt ://W州.m1辻.0. common/001239762. df

(外観に基づく点検)

平成20年3月10日国土交通省告示第282号に定められている調査項目のうち以下の
事項に問題がないか確認する。

(別紙)

①高すざ盆^

(組積造は1.2m以下、補強コンクリートブロック造は2.2m以下)

※高さは地盤面から計測する。

②厚さは士^

(組積造は壁頂までの距離の 1/10以上、補強コンクリートブロック造は10cm (高さ
2m超は 1 5Cm)以上)

③控え壁^

(組積造は4m以下ごとに壁の厚さの1.5倍以上突出した控え壁、補強コンクリートブロッ

ク造は3.4m以下ごとに塀の高さの1/5以上突出した控え壁を設ける)

④基礎が^

⑤老朽化し が生じたり きぐらつきなどが生じたりしてぃないか。



(ブロック内部の点検)

平成20年3月10日国土交通省告示第282号に定められている調査項目のうち以下の
事項に問題がないかを設計図等やブロックの一部取外し等により確認する。

なお、ブロック内部の点検は、建築士、専門工事業者等の専門家の協力を得て診断するこ
とが望ましい。(※ブロック内部の点検にっいて専門家への協力の要請を行うに当たっては、
次の国土交通省のホームページに掲載された問い合わせ先一覧を活用することも可能です0
ht如://mlit. go. jp/jutakukentiku/blockshei)。

①鉄筋の接合方法、モルタルの充填状況は、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号0
下「令」という。)第62条の6に照らして適切か。

②鉄筋のピッチ及ぴ定着状況は、令第62条の8に照らして適切か。

③基礎の根入れ深さは、令第61条又は令第62条の8に照らして適切か。



令和4年8⽉26⽇（⾦）

【照会先】
医政局地域医療計画課

災害医療対策専⾨官︓ 牧野 紘⾄ (2558)
災害医療係⻑︓ 杉本 岳郎 (2548)

(代表電話) 03 (5253) 1111
(直通電話) 03 (3595) 2185

報道関係者各位

病院の耐震改修状況調査の結果
令和３年における病院の耐震改修状況調査の結果を取りまとめましたので、公表いたします。

○ 病院の耐震化率は、78.7％（6,467病院／8,222病院）
 （令和２年調査では77.3％）

○ このうち、地震発⽣時の医療拠点となる災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率は、94.6％（729病院／771
病院）
 （令和２年調査では93.6％）

≪回答率≫
 全病院︓99.9％（8,222病院／8,233病院）
 災害拠点病院及び救命救急センター︓100％（771病院／771病院）

（参考）
・ 国⼟強靱化アクションプラン２０１５（平成27年６⽉16⽇国⼟強靱化推進本部決定）において、平成30年度までに
災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率を89.0％とすることを定めていた⽬標は、平成29年度までに達成しま
した。
・「防災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対策」（平成30年12⽉14⽇閣議決定）において、令和２年度末まで
に病院全体の耐震化率を80％とする⽬標を定めていましたが、新型コロナウイルス感染症の影響等により耐震整備に遅
れが⽣じておりますが、令和４年度中には80％を超える⾒込みです。
・ 調査結果は、令和３年10⽉に各都道府県に対して調査の依頼を⾏い、各都道府県からの報告に基づき、病院の耐震
化の状況を取りまとめています。

令和３年調査結果のポイント

病院の耐震改修状況調査の結果［PDF形式︓145KB］

PDFファイルを⾒るためには、Adobe Readerというソフトが必要です。Adobe Reade
rは無料で配布されていますので、こちらからダウンロードしてください。
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・調査対象：医療法第１条の５に規定する病院 

・調査時点：令和３年９月１日 

・調査結果：「別紙」のとおり 

令和４年８月 26 日（金） 

照会先 

医政局地域医療計画課  

災害医療対策専門官  牧野 紘至（2558） 

災害医療係長      杉本 岳郎（2548） 

(代表番号) 03-(5253)-1111 

(直通番号) 03-(3595)-2185 

【令和３年調査結果のポイント】 

○ 病院の耐震化率は、７８．７％（６，４６７病院／８，２２２病院） 

（令和２年調査では、７７．３％） 

 

○ このうち、地震発生時の医療拠点となる災害拠点病院及び救命救急センターの 

耐震化率は、９４．６％（７２９病院／７７１病院） 

（令和２年調査では、９３．６％） 

 

※調査結果は、令和３年１０月に各都道府県に対して調査の依頼を行い、各都道府県からの報告に基づき、

病院の耐震化の状況を取りまとめています。 

《回答率》全病院：９９．９％（８，２２２病院／８，２３３病院） 

災害拠点病院及び救命救急センター：１００％（７７１病院／７７１病院） 

（参考）耐震化に関する目標 

・ 国土強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６月１６日国土強靱化推進本部決定）において、平

成３０年度までに災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率を８９.０％とすることを定めていた目

標は、平成２９年度までに達成しました。 

・ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２月１４日閣議決定）において、

令和２年度末までに病院全体の耐震化率を８０％とする目標を定めていましたが、新型コロナウイルス感

染症の影響等により耐震整備に遅れが生じておりますが、令和４年度中には８０％を超える見込みです。 



 

 

「別紙」 

（１）病院の耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い（注１）病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３（注２）未

満の建物を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和３年度まで

に全ての建物が耐震化さ

れる予定の病院数 

８２３３ ８２２２ ６４６７ ５８６ ９９ １０７０ ２１９ １３ 

（注１）耐震性がない建物とは、昭和５６年以前に建築された建物であって耐震診断の結果 Is 値０．６未満（震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性がある。）の

建物をいう。 

（注２）Is 値０．３未満の建物は、震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性が高いとされている。 

 

 

（２）災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３未満の建物

を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和３年度まで

に全ての建物が耐震化さ

れる予定の病院数 

７７１ ７７１ ７２９ ４２ ０ ０ ２２ ２ 

 



 

 

（３）都道府県別の病院の耐震化の状況                                                                                      「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和3年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

令和3年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 542 542 426 25 5 86 10 0 78.6% 78.6%

2 青森 93 93 78 5 1 9 4 0 83.9% 83.9%

3 岩手 92 92 72 6 2 12 2 0 78.3% 78.3%

4 宮城 136 136 124 1 0 11 0 1 91.2% 91.9%

5 秋田 66 66 53 2 1 10 0 0 80.3% 80.3%

6 山形 67 67 61 2 0 4 2 0 91.0% 91.0%

7 福島 129 129 85 16 4 24 6 0 65.9% 65.9%

8 茨城 174 174 142 4 2 26 1 0 81.6% 81.6%

9 栃木 106 106 81 8 0 17 2 0 76.4% 76.4%

10 群馬 128 128 109 2 1 16 1 0 85.2% 85.2%

11 埼玉 343 343 281 20 4 38 8 0 81.9% 81.9%

12 千葉 289 288 228 21 2 37 6 0 79.2% 79.2%

13 東京 640 640 511 72 29 28 24 0 79.8% 79.8%

14 神奈川 342 338 272 31 5 30 7 1 80.5% 80.8%

15 新潟 125 125 103 6 0 16 3 0 82.4% 82.4%

16 富山 106 106 95 4 0 7 2 0 89.6% 89.6%

17 石川 91 91 74 4 1 12 3 0 81.3% 81.3%

18 福井 67 67 56 3 0 8 0 0 83.6% 83.6%

19 山梨 60 60 51 3 0 6 2 0 85.0% 85.0%

20 長野 126 126 100 8 2 16 2 1 79.4% 80.2%

21 岐阜 97 97 73 10 1 13 4 0 75.3% 75.3%

22 静岡 170 170 157 10 0 3 2 0 92.4% 92.4%

23 愛知 321 321 252 32 4 33 8 0 78.5% 78.5%

24 三重 94 94 76 5 2 11 5 0 80.9% 80.9%

25 滋賀 58 58 52 5 0 1 0 0 89.7% 89.7%

26 京都 161 161 109 25 4 23 15 0 67.7% 67.7%

27 大阪 512 509 366 35 5 103 12 1 71.9% 72.1%

28 兵庫 348 348 268 25 0 55 13 1 77.0% 77.3%

29 奈良 75 75 61 9 0 5 4 1 81.3% 82.7%

30 和歌山 83 83 60 6 3 14 4 0 72.3% 72.3%

31 鳥取 43 43 36 1 0 6 1 0 83.7% 83.7%

32 島根 47 47 42 2 0 3 1 0 89.4% 89.4%

33 岡山 160 160 123 15 1 21 5 0 76.9% 76.9%

34 広島 235 235 174 18 1 42 9 0 74.0% 74.0%

35 山口 141 141 101 15 0 25 7 0 71.6% 71.6%

36 徳島 106 106 83 7 2 14 3 0 78.3% 78.3%

37 香川 88 87 63 8 2 14 2 0 72.4% 72.4%

38 愛媛 134 134 105 9 4 16 7 0 78.4% 78.4%

39 高知 122 122 88 15 5 14 7 2 72.1% 73.8%

40 福岡 455 455 334 32 3 86 5 1 73.4% 73.6%

41 佐賀 97 97 76 4 0 17 0 0 78.4% 78.4%

42 長崎 149 149 116 10 1 22 6 1 77.9% 78.5%

43 熊本 206 206 154 16 0 36 5 3 74.8% 76.2%

44 大分 153 153 133 4 0 16 1 0 86.9% 86.9%

45 宮崎 133 131 110 4 0 17 0 0 84.0% 84.0%

46 鹿児島 234 234 180 14 1 39 3 0 76.9% 76.9%

47 沖縄 89 89 73 7 1 8 5 0 82.0% 82.0%

8233 8222 6467 586 99 1070 219 13 78.7% 78.8%  



 

 

（４）都道府県別の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況                                                        「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和3年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

令和3年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 34 34 33 1 0 0 0 0 97.1% 97.1%

2 青森 10 10 8 2 0 0 0 0 80.0% 80.0%

3 岩手 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

4 宮城 16 16 16 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

5 秋田 13 13 13 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

6 山形 7 7 7 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

7 福島 12 12 9 3 0 0 1 0 75.0% 75.0%

8 茨城 18 18 18 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

9 栃木 11 11 10 1 0 0 0 0 90.9% 90.9%

10 群馬 17 17 17 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

11 埼玉 22 22 21 1 0 0 1 0 95.5% 95.5%

12 千葉 26 26 25 1 0 0 1 0 96.2% 96.2%

13 東京 84 84 81 3 0 0 1 0 96.4% 96.4%

14 神奈川 36 36 33 3 0 0 3 0 91.7% 91.7%

15 新潟 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

16 富山 8 8 8 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

17 石川 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

18 福井 9 9 9 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

19 山梨 10 10 9 1 0 0 1 0 90.0% 90.0%

20 長野 13 13 13 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

21 岐阜 12 12 11 1 0 0 0 0 91.7% 91.7%

22 静岡 23 23 23 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

23 愛知 36 36 33 3 0 0 1 0 91.7% 91.7%

24 三重 17 17 16 1 0 0 1 0 94.1% 94.1%

25 滋賀 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

26 京都 14 14 12 2 0 0 0 0 85.7% 85.7%

27 大阪 19 19 15 4 0 0 2 0 78.9% 78.9%

28 兵庫 21 21 19 2 0 0 2 0 90.5% 90.5%

29 奈良 7 7 5 2 0 0 1 1 71.4% 85.7%

30 和歌山 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

31 鳥取 4 4 4 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

32 島根 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

33 岡山 11 11 10 1 0 0 1 0 90.9% 90.9%

34 広島 19 19 17 2 0 0 1 0 89.5% 89.5%

35 山口 15 15 13 2 0 0 2 0 86.7% 86.7%

36 徳島 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

37 香川 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

38 愛媛 8 8 8 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

39 高知 12 12 12 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

40 福岡 31 31 29 2 0 0 1 1 93.5% 96.8%

41 佐賀 8 8 7 1 0 0 0 0 87.5% 87.5%

42 長崎 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

43 熊本 15 15 14 1 0 0 0 0 93.3% 93.3%

44 大分 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

45 宮崎 12 12 12 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

46 鹿児島 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

47 沖縄 13 13 11 2 0 0 2 0 84.6% 84.6%

771 771 729 42 0 0 22 2 94.6% 94.8%



 

 

＜参考＞病院の耐震化状況の推移 

 

 病   院 回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17 年調査 

６，８４３ ２，４９４ ２，４８２ １，２０９ ５７５ 

（１００．０％） （３６．４％） （３６．３％） （１７．７％） （８．４％） 

平成 20 年調査 

８，１３０ ４，１３２ ２，６９４ １，０１０ ２９４ 

（１００．０％） （５０．８％） （３３．１％） （１２．４％） （３．６％） 

平成 21 年調査 

８，６１１ ４，８３７ ２，５９５ ９８ １，０８１ 

（１００．０％） （５６．２％） （３０．１％） （１．１％） （１２．６％） 

平成 22 年調査 

８，５４１ ４，８４６ ２，５４１ ２７９ ８７５ 

（１００．０％） （５６．７％） （２９．８％） （３．３％） （１０．２％） 

平成 24 年調査 

８，５３１ ５，２３５ ２，０１６ ２６８ １，０１２ 

（１００．０％） （６１．４％） （２３．６％） （３．１％） （１１．９％） 

平成 25 年調査 

８，５２４ ５，４７６ ７７１ １１８ ２，１５９ 

（１００．０％） （６４．２％） （９．１％） （１．４％） （２５．３％） 

平成 26 年調査 

８，４９３ ５，６８７ ７２９ １２２ １，９５５ 

（１００．０％） （６７．０％） （８．６％） （１．４％） （２３．０％） 

平成 27 年調査 

８，４７７ ５，８８０ ７１９ １３１ １，７４７ 

（１００．０％） （６９．４％） （８．５％） （１．５％） （２０．６％） 

平成 28 年調査 

８，４６４ ６，０５０ ７０４ １４１ １，５６９ 

（１００．０％） （７１．５％） （８．３％） （１．７％） （１８．５％） 

平成 29 年調査 

８，４１１ ６，１３０ ６７４ １４１ １，４６６ 

（１００．０％） （７２．９％） （８．０％） （１．７％） （１７．４％） 



 

 

平成 30 年調査 

８，３６２ ６，２３１ ６６４ １２３ １，３４４ 

（１００．０％） （７４．５％） （７．９％） （１．５％） （１６．１％） 

令和元年調査 

８，３１１ ６，３１８ ６３３ １１３ １，２４７ 

（１００．０％） （７６．０％） （７．６％） （１．４％） （１５．０％） 

令和２年調査 

８，２５４ ６，３８２ ６１９ １００ １，１５３ 

（１００．０％） （７７．３％） （７．５％） （１．２％） （１４．０％） 

令和３年調査 ８，２２２ ６，４６７ ５８６ ９９ １，０７０ 

（今回調査） （９９．９％） （７８．７％） （７．１％） （１．２％） （１３．０％） 

      

【病院のうち、災

害拠点病院及び救

命救急センター】 

回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17 年調査 

５４５ ２３６ ２５７ ４５ ６ 

（１００．０％） （４３．３％） （４７．２％） （８．３％） （１．１％） 

平成 20 年調査 

５６５ ３３１ ２０９ ２２ ３ 

（１００．０％） （５８．６％） （３７．０％） （３．９％） （０．５％） 

平成 21 年調査 

５９８ ３７３ ２０５ ７ １３ 

（１００．０％） （６２．４％） （３４．３％） （１．２％） （２．１％） 

平成 22 年調査 

６３０ ４１７ ２０３ ７ ３ 

（１００．０％） （６６．２％） （３２．２％） （１．１％） （０．５％） 

平成 24 年調査 

６７１ ４９０ １６９ ３ ９ 

（１００．０％） （７３．０％） （２５．２％） （０．５％） （１．３％） 

平成 25 年調査 

６８３ ５３８ １０３ ３ ３９ 

（１００．０％） （７８．８％） （１５．１％） （０．４％） （５．７％） 

平成 26 年調査 

６９１ ５６８ ８９ ５ ２９ 

（１００．０％） （８２．２％） （１２．９％） （０．７％） （４．２％） 



 

 

平成 27 年調査 

７１２ ６０４ ８８ １ １９ 

（１００．０％） （８４．８％） （１２．４％） （０．１％） （２．７％） 

平成 28 年調査 

７２６ ６３６ ７６ ０ １４ 

（１００．０％） （８７．６％） （１０．５％） （０％） （１．９％） 

平成 29 年調査 

７３４ ６５６ ６６ ０ １２ 

（１００．０％） （８９．４％） （９．０％） （０％） （１．６％） 

平成 30 年調査 

７４２ ６７３ ６４ ０ ５ 

（１００．０％） （９０．７％） （８．６％） （０％） （０．７％） 

令和元年調査 

７４９ ６９２ ５３ ０ ４ 

（１００．０％） （９２．４％） （７．１％） （０％） （０．５％） 

令和２年調査 

７６３ ７１４ ４７ ０ ２ 

（１００．０％） （９３．６％） （６．２％） （０％） （０．３％） 

令和３年調査 ７７１ ７２９ ４２ ０ ０ 

（今回調査） （１００．０％） （９４．６％） （５．４％） （０％） （０％） 

（注１）平成 17 年調査は、四病院団体協議会・厚生労働科学研究班による調査 

（注２）耐震化率は全ての建物に耐震性のある病院数を回答病院数で除したもの。 

（注３）建築物の耐震改修の促進に関する法律が改正され、階数 3かつ床面積 5,000 ㎡以上の病院は耐震診断を行うことが

義務化されたことを踏まえ、平成 25 年調査から、昭和 56 年以前（建築基準法改正前）に建築された建物で耐震診断

をしていない建物がある病院は、「耐震性が不明な病院」として整理している。 




